
令和６年４月　届出について見直し

「地区計画の区域内における行為の届出等について」
をご参照ください。
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Ⅰ 計画書 
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Ⅱ 計画図 
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Ⅲ 厚木駅南地区地区計画の理念 

  本地区は、小田急小田原線及びＪＲ相模線厚木駅の直近に位置し、地区東

側に都市計画道路３・４・６号河原口中新田線が計画決定されており、鉄道

及び道路の交通機能が充実した地区の特性を活かし、日常的な暮らしに必要

な諸機能を集積させ、地域の生活及び交流の拠点となる「地域交流拠点」の

形成を目指しています。 

本地区は、市街地再開発事業による土地利用の高度化を図り、地域拠点と

して駅前広場等の公共施設整備を進め、計画的な市街地整備の実現を目指し、

地域交流拠点にふさわしい良好な市街地環境の形成、維持、保全と周辺環境

に調和した適切な土地利用を誘導するため、地区計画を定めました。 

Ⅳ 地区計画の内容（地区施設及び建築物の制限等に関する事項） 

１ 地区施設 

  計画図に示す区画道路１号については、幅員７ｍ（全幅員 10ｍ）延長約

90ｍ、区画道路２号については、幅員約 12.5ｍ延長 150ｍ、駅前交通広場

約 1,350 ㎡を含みます。区画道路３号線については、幅員約６ｍ延長約 60

ｍとし、広場は、約 400 ㎡とします。 

   【地区施設（道路・広場）】 
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＜解 説＞ 

本地区計画は、市街地再開発事業により整備される区画道路、広

場、駅前交通広場等の機能が損なわれないように維持・保全を図る

ことを目的とし、地区施設を配置しています。 

① 地区施設とは、主として街区内の居住者等の利用に供される道路

や広場等をいいます。 

② 本地区では、駅前広場及び道路空間を確保するために、「道路」を

地区施設に位置付けます。そのため、現況の幅員が地区計画に定め

る幅員に満たない道路は、開発等の際にセットバックの協力をお願

いします。 

③ 地区計画で定める道路の幅員は、最低の幅員を定めたものです。 

２ 建築物等の用途の制限 

   制限の内容は、添付している計画書のとおりです。 

＜解 説＞ 

   ① 厚木駅南地区では、厚木駅前における商業、業務、サービス施設等

の誘導及び地域特性を活かした都市型住宅の整備を図ることから、用

途制限を設けています。 

そのため、マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券販売所、

場外車券場その他これらに類するものを建築することができません。 

② 周辺住民の生活環境への影響を与えるおそれがある施設を建築する

場合には、近隣及び周辺への周知を十分に行って下さい。 

３ 建築物の容積率の最高限度 

制限の内容は、添付している計画書のとおりです。 

＜解 説＞ 

  容積率とは、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合をいいます。 

  周囲に調和した土地の有効利用を進めるため、容積率の最高限度を定め

ています。 

４ 建築物の容積率の最低限度 

制限の内容は、添付している計画書のとおりです。 
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＜解 説＞ 

  容積率とは、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合をいいます。 

ただし、厚木駅南地区第一種市街地再開発事業区域外は、この限りでは

ありません。 

当地区では土地の高度利用を促進するため、容積率の最低限度を定めて

います。 

５ 建築物の建ぺい率の最高限度  

制限の内容は、添付している計画書のとおりです。 

＜解 説＞ 

  建ぺい率とは、建築基準法第 53 条に規定されているものをいいます。 

建ぺい率の規模は、敷地内空地を確保し、良好な居住環境を確保するた

め、建築面積の最高限度を定めています。 

６ 建築物の建築面積の最低限度  

制限の内容は、添付している計画書のとおりです。 

＜解 説＞ 

建築面積の規模は、細分化された敷地では小規模の建築物が乱立し、当

地区の目指す土地の高度利用の妨げになるため、建築面積の最低限度を定

めています。 

７ 建築物の高さの最高限度  

制限の内容は、添付している計画書のとおりです。 

＜解 説＞ 

建築物の高さとは、建築基準法施行令第２条第１項第６号に規定されて

いるものをいいます。 

良好な居住環境の確保や、周囲に環境と調和するため、高さの最高限度

を定めています。 

８ 建築物の敷地面積の最低限度 
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制限の内容は、添付している計画書のとおりです。 

＜解 説＞ 

建築敷地の規模は、良好な市街地形成の上で大きな要素であり、細分化

された敷地では小規模の建築物が乱立し、当地区の目指す土地の高度利用

の妨げになるため、敷地面積の最低限度を定めています。 

なお、当該地区計画の都市計画決定の告示日において、現に建築物の敷

地として使用されている土地について、その全部を一の敷地として使用す

る場合は、当該敷地面積を敷地面積の最低限度とします。 

９ 壁面の位置の制限 

建築物（門又は塀を除く。）の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界

線までの距離は、1.0ｍ以上です。 

ただし、次のいずれかに該当する建築物及び建築物の部分については、

この限りではありません。 

(１) 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが2.3ｍ以下であるもの 

主たる用途（住宅等）の一部が自動車車庫を兼ねている場合は個々

に判断することとなりますが、主たる用途となる部分と平面的に重複

している場合は、壁面の制限を受けるものとします。 

また、駐輪場も自動車車庫と同様に扱います。 

(２) 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が3.0ｍ以下である

もの。 

住宅等の一部分が制限の範囲を超える許容範囲を示したものです 

(３) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが2.3ｍ以下で、かつ、

床面積の含計が５㎡以内であるもの 

軒の高さとは、建築基準法施行令第２条第１項第７号に規定され、

地盤面から建築物の小屋組又はこれに代わる横架材を支持する壁、敷

桁又は柱の上端までの高さをいいます。 

また、「床面積の合計」については、敷地内に複数の棟(物置等)が

ある場合、各棟の床両積を合計したものになります。 

＜解 説＞ 

① 敷地境界線とは、都市計画道路、区画道路、広場に接する敷地境

界との境界線をいいます。 
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② 壁面の位置の制限は、それぞれの敷地境界線から 1.0ｍ以上離さな

ければなりません。 

③ 出窓やベランダ等で建築面積又は延べ床面積に含まれない部分や

地盤面以下にある建築物及び建築物の部分については、壁面の位置

の制限の対象外となります。 

④ 次のいずれかに該当する建築物及び建築物の部分については、壁

面の位置の制限が緩和されます。 

ア 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下であるもの 

主たる用途（住宅等）の一部が自動車車庫を兼ねている場合は

個々に判断することとなりますが、主たる用途となる部分と平面

的に重複している場合は、壁面の制限を受けるものとします。 

また、駐輪場も自動車車庫と同様に扱います。 

イ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が3.0ｍ以下で

あるもの 

住宅等の一部分が制限の範囲を超える許容範囲を示したもので

す。 

ウ 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが2.3ｍ以下で、

かつ、床面積の合計が５㎡以内であるもの 

          軒の高さとは、建築基準法施行令第２条第１項第７号に規定され、

地盤面から建築物の小屋組又はこれに代わる横架材を支持する壁、

敷桁又は柱の上端までの高さをいいます。 

また、「床面積の合計」については、敷地内に複数の棟（物置等）

がある場合、各棟の床面積を合計したものになります。 
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10 垣又はさくの構造等の制限 

制限の内容は、添付している計画書のとおりです。 

＜解 説＞ 

建築物の高さとは、建築基準法施行令第２条第１項第６号に規定されて

いるものをいい地震時の安全性と景観の形成の観点から、垣又はさく（柵）

の構造に制限を定めています。 

ブロック塀のような圧迫感を与えるような形状や材質とせず、生垣又は

鉄やアルミ等の格子・柵・網状の透視可能なものとしてください。 

なお、フェンス等を設置する場合、基礎の高さは0.6ｍを限度とします。 

（この場合の基礎高さは、擁壁（道路と宅地の高さが異なる場合の土留）

部分は含みません。） 

また、生垣とした場合は、年々成長するものであることから、歩行者等

の通行の迷惑とならないよう、日常の手入れをしてください。 

11 建築物等の形態又は意匠の制限 

建築物及び屋外広告物等の形態、意匠、色彩等については、周辺との調

和に配慮したものとし、刺激的な色彩又は装飾は用いないでください。 

＜解 説＞ 

建築物や屋外広告物の形状や色彩等については、常識的な範囲内におい

て、あまり奇抜なものや、不快感を与えかねないものについて周辺に御配

慮いただき、地区内の景観及び環境を守っていきたいという主旨です。 

12 建築物の緑化率の最低限度 

   建築物の緑化率の最低限度は、敷地面積に対して３％以上です。 

＜解 説＞ 

  ① 建築物の緑化率の最低限度については、周辺に調和した景観づくり、

公害防止及び防災機能を高めるため、敷地内緑化等、公開性の高い緑地

の形成を促進する観点から設けています。 

② 緑化率とは、都市緑地法第34条第２項に規定する緑化率をいいます。 

③ 緑化施設の面積は、都市緑地法施行規則第９条に定める方法により算

定してください。 
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